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本日お伝えしたいこと
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働き方改革の
意義

医師の
働き方改革の概要

- （A）（B）（C）水準
-指定、評価

今、都道府県に

対応いただきたい
こと



Q. なぜ「働き方改革」が必要なのか

2

医療機関の

働き方改革の意義



日本の人口は近年減少局面を迎えている。2065年には総人口が9,000万人を割り込み、高齢
化率は38％台の水準になると推計されている。

（出所） 総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29推計）：出生中位・死亡中位推計」（各年10月1日現在人口）
厚生労働省「人口動態統計」

日本の人口の推移
平成29年推計値

（日本の将来推計人口）
実績値

（国勢調査等）
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（出典）総務省「国勢調査」「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口平成29年推計」
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生産年齢人口の急減

団塊の世代が
全て65歳以上に

団塊ジュニアが
全て65歳以上に

団塊の世代が
全て75歳以上に

2040年までの人口構造の変化
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• 労働力人口（働き手）が少ない社会
社会を維持するためには。。

• 女性・高齢者等の活躍が必要

• 制約要因をなくそう！
・正社員の長時間かつ硬直的な労働時間

・非正規の低賃金と不安定な雇用

5

働き方改革！

なぜ「働き方改革」が必要なのか



Q. なぜ「働き方改革」が必要なのか
医療機関の

法律が出来たから?Ａ．働き方改革は、
時代の変化への対応方策!



7

■新しい働き方:
・一人一人の状況に応じた多様な働き方で

労働力を最大限に活かす
※労働力資源が限られている「人口減少社会」対応型の働き方
※ 勤務条件を工夫することで採用の可能性が広がり、

定着率の向上も期待

■古い働き方:
・一部の職員の⾧時間労働ですべてを解決
・⾧時間労働出来ない人は労働市場から排除

※ 人が無尽蔵に供給されうる
「人口増加社会」型の働き方

【法規制】で促進
・時間外・休日労働の上限設定 ・確実な休暇取得
・正規と非正規の不合理な待遇差の禁止



○全医師数に占める女性医師の割合は増加傾向にあり、平成28年時点で２１.１％を占める。

○近年、若年層における女性医師は増加しており、医学部入学者に占める女性の割合は約３分の１

となっている。

女性医師の年次推移
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医師の健康確保と地域医療の両立を図る

 医師の健康確保と地域医療の両立を図るため、一人ひとりの医師の健康確保と長時間労働の抜本的改革を二本柱と
して働き方改革に取り組む。

医師の長時間労働・
健康を害する事態も必要な医療ニーズへの対応

＜医師の長時間労働に支えられたこれまでの医療提供＞

 背景に、以下のような課題が絡み合って存在。
 様々な施策があるも、それぞれに実施されている。
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これからの医療は、一人ひとりの医師の健康確保が最優先

 年960時間以内の時間外労働上限規制が基本
（※各月平均的に働けば一般労働者と同水準）

 地域医療確保のためやむを得ない場合、まずは「上位
約１割」を短縮する時間外労働上限規制を適用、段階
的に引き下げて年960時間以内へ

 連続勤務時間制限28時間・勤務間インターバル９時
間・代償休息による休息確保

 面接指導と必要に応じた就業上の措置（一時的な診療
体制縮小が生じても最優先に実施）

＜医師の働き方改革の基本的な方向性＞

医師の長時間労働の抜本的改革

 時間外労働の罰則付き上限規制の導入（2024.４～）
 医療機関が当面取り組むべきこと

：労働時間管理、計画的な労働時間短縮
⇒しかし、医療機関内の取組だけでは完結しない

 都道府県（行政）・地域の医療関係者は、一医療機関
の医師の長時間労働問題を医療提供体制としてどう考
えるかの視点を持って、医療政策・医療提供を行って
いく必要。

 そのために、医療機関ごとの医師の長時間労働につい
て、地域医療提供体制の実情も踏まえて客観的な要因
分析・評価を行う機能を新設。

第１８回医師の働き方改革に関する検討会資料４を一部改変

9地域医療構想担当の関わりが必須



-（A）（B）（C）水準
- （B）（C）水準対象医療機関の指定

-指定前＆指定後定期的になされる評価
10

医師の働き方改革の概要



月の上限を超える場合の面接指導と就業上の措置（いわゆるﾄﾞｸﾀｰｽﾄｯﾌﾟ）

Ｂ
：
地
域
医
療
確
保
暫
定

特
例
水
準(

医
療
機
関
を
特
定)

将来に向けて
縮減方向

2024年４月～

年960時間／
月100時間未満（例外あり）
※いずれも休日労働含む

年1,860時間／
月100時間未満（例外あり）
※いずれも休日労働含む

（原則）
１か月45時間
１年360時間

※この（原則）については医師も同様。

（例外）
・年720時間
・複数月平均80時間
（休日労働含む）
・月100時間未満
（休日労働含む）
年間６か月まで

Ａ：診療従事勤務
医に2024年度以降
適用される水準

※実際に定める３６協定
の上限時間数が一般則を
超えない場合を除く。

連続勤務
時間制限
28時間・
勤務間イ
ンターバ
ル９時間
の確保・
代償休息
のセット
（義務）

連続勤務時間
制限28時間・
勤務間イン
ターバル９時
間の確保・代
償休息のセッ
ト（義務）

※初期研修医に
ついては連続勤
務時間制限を強
化して徹底（代
償休息不要）

Ａ

将来
（暫定特例水準の解消
（＝2035年度末）後）

一般則

※実際に定める３
６協定の上限時間
数が一般則を超え
ない場合を除く。

連続勤務
時間制限
28時間・
勤務間イ
ンターバ
ル９時間
の確保・
代償休息
のセット
（義務）

連続勤務時間制限28時
間・勤務間インターバ
ル９時間の確保・代償
休息のセット（努力義
務）

連続勤務時間制
限28時間・勤務
間インターバル
９時間の確保・
代償休息のセッ
ト（努力義務）

【
追
加
的
健
康
確
保
措
置
】

【
時
間
外
労
働
の
上
限
】

年1,860時間／月100時間未満（例外あり）
※いずれも休日労働含む
⇒将来に向けて縮減方向

集
中
的
技
能
向
上
水
準

(

医
療
機
関
を
特
定)

Ｃ-１ Ｃ-２
Ｃ－１：初期・後期研修医が、研修

プログラムに沿って基礎的な技能や

能力を修得する際に適用

※本人がプログラムを選択

Ｃ－２：医籍登録後の臨床従事６年

目以降の者が、高度技能の育成が公

益上必要な分野について、特定の医

療機関で診療に従事する際に適用

※本人の発意により計画を作成し、

医療機関が審査組織に承認申請

Ｃ-１ Ｃ-２

年960時間／
月100時間未満（例外あり）
※いずれも休日労働含む

※あわせて月155時間を超える場合には労働時間短縮の具体的取組を講ずる。

医師の時間外労働規制について①
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 地域医療の観点から必須とされる機能を果たすためにやむなく長時間労働となる医療機関として、その
機能については具体的に以下のとおり。

◆「救急医療提供体制及び在宅医療提供体制のうち、特に予見不可能で緊急性の高い医療ニーズに
対応するために整備しているもの」・「政策的に医療の確保が必要であるとして都道府県医療計
画において計画的な確保を図っている「５疾病・５事業」」双方の観点から、
ⅰ 三次救急医療機関
ⅱ 二次救急医療機関 かつ 「年間救急車受入台数1,000台以上又は年間での夜間・休日・時
間外入院件数500件以上」 かつ「医療計画において５疾病５事業の確保のために必要な役割
を担うと位置付けられた医療機関」
ⅲ 在宅医療において特に積極的な役割を担う医療機関
ⅳ 公共性と不確実性が強く働くものとして、都道府県知事が地域医療の確保のために必要と
認める医療機関
（例）精神科救急に対応する医療機関（特に患者が集中するもの）、小児救急のみを提供する
医療機関、へき地において中核的な役割を果たす医療機関

以上について、時間外労働の実態も踏まえると、あわせて約1,500程度と見込まれる。

◆特に専門的な知識・技術や高度かつ継続的な疾病治療・管理が求められ、代替することが困難な
医療を提供する医療機関
（例）高度のがん治療、移植医療等極めて高度な手術・病棟管理、児童精神科等

◆医師の派遣を通じて、地域の医療提供体制を確保するために必要な役割を担う医療機関
※この類型で（Ｂ）水準が適用される場合の、個々の医療機関における時間外労働時間の上限は年960時間

（例）大学病院、地域医療支援病院等

（Ｂ）水準の対象となる医療機関機能

※なお、当該医療機関内で医師のどの業務がやむなく長時間労働となるのかについては、３６協定締結時に特定する。したがって、当該医療機関に
所属する全ての医師の業務が当然に該当するわけではなく、医療機関は、当該医療機関が地域医療確保暫定特例水準の対象医療機関として特定さ
れる事由となった「必須とされる機能」を果たすために必要な業務が、当該医療機関における地域医療確保暫定特例水準の対象業務とされている
ことについて、合理的に説明できる必要がある。 12

第９回医師の働き方改革の推進に関する検討会
（令和2年9月30日）資料を一部改変



Ｂ・Ｃ水準の将来のあり方
2019 ･･･ 2024 ･･･ 2027 ･･･ 2030 ･･･ 2033 ･･･ 2036 ･･･

第７次医療計画 第８次医療計画 第９次医療計画 （医師偏在対策
の目標年）（中間見直し）（見直し）（中間見直し）

（実態調査・
検討）

（実態調査・
検討）

（実態調査・
検討）

2035年度末
を目標に
終了年限

（Ｂ）水準：実態調査等を踏まえた段階的な見直しの検討
• 実態調査
• 追加的支援策
• 規制水準の検証

（Ｃ）水準：研修及び医療の質の評価とともに中長期的に検証

時間外労
働上限規
制の施行

（この後
も引き続
き残る）

取組を着実に進めるために、
・（Ａ）水準超の医師のいる医療機関は医師労働時間短縮計画を策定（毎年ＰＤＣＡ）
・（Ｂ）（Ｃ）水準医療機関指定前＆指定後は3年以内ごとに、医療機関の取組を評価

（Ｂ）水準

（Ｃ）－１
水準

（研修医）

（Ｃ）－２
水準

（高度特定技能）

医療機関機能、労働時間短縮の取組等の国が定める客観的要件を踏まえ都道府県が対象医療機関を指定⇒特定さ

れた機能にかかる業務につき（Ａ）水準超での３６協定が可能に。新たに設ける「評価機能」が医療機関ごとの

長時間労働の実態や取組状況の分析・評価を実施。結果を医療機関・都道府県に通知・住民に公表し、当該医療

機関と地域医療提供体制の双方から労働時間短縮に向けて取り組む。

臨床研修・専門研修プログラムにおいて想定最大時間外労働（実績）を明示。これが（Ａ）水準を超える医療機

関を都道府県が指定（※超えない場合は（Ａ）水準の適用）⇒「臨床研修・専門研修に係る業務」につき（Ａ）

水準超での３６協定が可能に。医師は明示時間数を踏まえ自らプログラムを選択・応募。

高度技能育成を要する分野を審査組織（※高度な医学的見地からの審査を行う）が特定。必要な設備・体制を整

備している医療機関を都道府県が指定⇒「高度特定技能育成に係る業務」につき（Ａ）水準超での３６協定が可

能に。医師が自由な意欲により計画を作成し、審査組織の個別承認を経たのちに実際の適用となる。

Ｂ・Ｃ水準の適用の対象、手順等
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医師の健康確保と地域医療の両立を図る

 医師の健康確保と地域医療の両立を図るため、一人ひとりの医師の健康確保と長時間労働の抜本的改革を二本柱と
して働き方改革に取り組む。

医師の長時間労働・
健康を害する事態も必要な医療ニーズへの対応

＜医師の長時間労働に支えられたこれまでの医療提供＞

 背景に、以下のような課題が絡み合って存在。
 様々な施策があるも、それぞれに実施されている。
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これからの医療は、一人ひとりの医師の健康確保が最優先

 年960時間以内の時間外労働上限規制が基本
（※各月平均的に働けば一般労働者と同水準）

 地域医療確保のためやむを得ない場合、まずは「上位
約１割」を短縮する時間外労働上限規制を適用、段階
的に引き下げて年960時間以内へ

 連続勤務時間制限28時間・勤務間インターバル９時
間・代償休息による休息確保

 面接指導と必要に応じた就業上の措置（一時的な診療
体制縮小が生じても最優先に実施）

＜医師の働き方改革の基本的な方向性＞

医師の長時間労働の抜本的改革

 時間外労働の罰則付き上限規制の導入（2024.４～）
 医療機関が当面取り組むべきこと

：労働時間管理、計画的な労働時間短縮
⇒しかし、医療機関内の取組だけでは完結しない

 都道府県（行政）・地域の医療関係者は、一医療機関
の医師の長時間労働問題を医療提供体制としてどう考
えるかの視点を持って、医療政策・医療提供を行って
いく必要。

 そのために、医療機関ごとの医師の長時間労働につい
て、地域医療提供体制の実情も踏まえて客観的な要因
分析・評価を行う機能を新設。

第１８回医師の働き方改革に関する検討会資料４を一部改変
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（※１）診療科ごとの医師数、病床数、看護師数、医師事務作業補助者数等、労働時間に影響を与える要素として分析を行うことを想定。
（※２）手術件数、患者数、救急車受け入れ台数の他、医療計画や地域医療構想に用いる項目を想定。

評価の視点のイメージ（案）

評価内容 評価の視点（案）

ストラクチャー ・労務管理体制

【労務管理体制】
 勤怠管理方法（タイムカード、紙運用等）、勤怠管理システムの有無
 人事・労務管理の仕組みと各種規程の整備
 労使交渉、36協定
 産業医の体制
 衛生委員会の設置
 健康診断の実施

プロセス ・医師の労務実態・管理
・労働時間短縮の取組

【労務の実態・管理】
 医師の勤怠の実態（時間外労働時間、休日の取得、勤務体系（シフト勤務か否か等））
 時間外勤務チェック体制（自己研鑽の上⾧の承認の有無、上限時間のアラートの有無、介入者の

チェック体制等）
 当直勤務チェック体制（インターバルの確保、時間外勤務との兼ね合い等）
 産業医との面接実施状況
【労働時間短縮の取組】
 意識改革・啓発

 管理職マネジメント研修
 患者への医師の働き方改革に関する説明
 医師の意見を聞く仕組み

 タスク・シフティングに関すること
 医師の業務の見直し
 勤務環境改善

アウトカム ・医師の労務管理実施後の結果
 平均時間数、最⾧時間数
 960～1860時間の医師の人数・割合／960～1860時間の医師の属性（診療科毎）
 1860時間超の医師の人数・割合／1860時間超の医師の属性（診療科毎）

参考 ・医療機関の医療提供体制
・医療機関の医療アウトプット

 【医療機関の医療提供体制】（※１）
 【医療機関の医療アウトプット】（※２）

医師労働時間短縮計画の項目を元に、以下のような視点で、各項目について、定量的な段階評価とともに、定性的な所見（○○○の状況
の中で、○○に関するタスク・シェアリングが進んでいないと考えられる、等）を評価結果として付す。
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第9回医師の働き方改革の推進に関する検討会
（令和2年9月30日）参考資料１を一部加工

※評価は、地域医療構想アドバイザーも参画した会議において最終的に決定。



（B）（C）水準の指定に当たっての基本的な流れ（案）

医師労働時間短縮
計画の作成

• 毎年PDCAサイクル
で見直し

評価機能による評価

• 労働時間の実績と
労働時間短縮に向
けた取組状況を評
価

（Ｂ）（Ｃ）
指定申請

•BCの対象となる医療
機能、プログラム／
カリキュラムに限定
して指定

３６協定
の締結

• BC対象業務・人数
を特定

業務開始

•追加的健康確保措置
の実施

•労働時間短縮に向け
た取組

計画の提出
（必要に応じて事前に相談）
※ 年１回の提出

評価機能

評価結果の通知
※ あわせて公表

評価受審 評価結果の通知

評価結果を踏まえて、
多様な支援の提供（医
療機関内のマネジメン
ト支援、医師確保、地
域医療提供体制の機能
分化・連携等により支
援）

医療機関

指定申請

評価結果及び追加
的な対応に係る確
認を踏まえて指定

医療審議会

地域医療構
想調整会議

意見

意見

都道府県（勤務環境改善支援センター含む）

・引き続きの
支援（追加的
健康確保措置
の実施、労働
時間短縮に向
けた取組への
支援）
・立入検査に
よる追加的健
康確保措置の
実施確認

※B指定の時のみ

※B指定の時のみ

※（C）−２医療機関としての３６協定の締結に当たっては、（C）−２医療機関としての都道府県の指定のほか、審査組織による審査
（医療機関の教育研修環境、医師個人の高度特定技能育成計画の内容）が必要。

地域医療対
策協議会

※C-1指定の時のみ
意見

評価結果に応じて
計画の再提出
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第9回医師の働き方改革
の推進に関する検討会
（令和2年9月30日）参考
資料１を一部加工



■地域医療構想の実現に向けた取組

（Ｂ）水準に係る制度設計における対応 医療提供体制における対応

特定の医師個人への負担の固定化を防止するために

検討中の地域医療確保暫定特例水準（（Ｂ）水準）について、特定の医師個人への負担の固定化を防止するため、
（Ｂ）水準に係る制度設計における対応と、医師偏在対策の推進等の医療提供体制における対応を実施。

■⾧時間労働の業務・診療科への重点的な取組・支援

都
道
府
県
（
地
域
医
療
支
援
セ
ン
タ
ー
）

医
療
関
係
者

（Ｂ）水準は2035年度末までに960時間に引下げ
それまでの間、段階的な見直しの検討を実施

（例）特定の病院の循環器医師が長年にわたって
長時間労働の場合、当該病院に循環器医師
を派遣することで科の労働時間を削減

（Ｂ）対象医療機関には、
医師労働時間短縮計画の策定を義務付け

医師少数区域等に優先的に医師派遣

医師少数区域等で勤務する医師に対し、
交代医師の派遣などの負担軽減策を実施

地域枠医師は、キャリア形成プログラムに基づき勤務
→ローテートにより負担を固定化しない

医師偏在対策は、地域医療対策協議会で協議・公表
大学等の地域医療関係者の協力責務を規定

医療機関の機能分化・連携の推進により
効率的な医療提供体制を構築

これらの取組で労働時間を 着実に短縮することにより

集中している負担の軽減を進め、固定化させない
院内でのタスクシフト・シェア／地域医療提供体制の機能分化・連携

⾧時間労働の業務・診療科が明らかとなる

連続勤務時間制限（28時間）
勤務間インターバル（9時間）

等

医師による面接指導
就業上の措置（ﾄﾞｸﾀｰｽﾄｯﾌﾟ）

・医事法制上、医療機関に実施記録の保存を求め、都道府県が実施確認
・就業上の措置はきめ細やかな具体例を提示予定（小刻みな就業制限等）
⇒医療機関は就業上の措置を最優先で講じ、
一時的な診療縮小が生じる場合は地域医療提供体制でカバー

これらの義務付けによる⾧時間労働の防止

■健康確保措置の確実な実施

■医師偏在対策の推進 （平成30年医療法・医師法改正法による対応）

地域医療を一人の医師に背負わせず
面で支える仕組みの構築

区域内の
（Ｂ）対象
医療機関に
特に重点的
に派遣
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より



地域医療支援センター

都道府県

医療機関

評価機能
（都道府県から中立）

医師の⾧時間労働の
実態及び労働時間短
縮の取り組みの評価

評価結果の通知

BC指定

※医療法第30 条の21 第４項、第30 条の25 第５項に基づく連携

必要とされる医療の確保
に関する調査及び分析

中立

情報提供

連
携

※

衛生部
局等

分析結果
の情報提
供等

医療機関の勤
務環境に関す
る情報提供等

医療勤務環境改善支援センター

勤務環境改
善支援が必
要な医療機
関の情報提

供
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評価機能、医療勤務環境改善支援センター、地域医療支援センターの連携

医師の派遣
計画の通知

医師の確
保等に関
する支援

医師の確
保等に関
する相談

医療機関
の勤務環
境等の情
報共有

労務管理や業務効
率化等の勤務環境
改善に関する相談

勤務環境改善の助言
（医師労働時間短縮計画に基
づく毎年のＰＤＣＡサイクル
による見直しの相談支援等）

：医療法に既に定められた連携 ：新たな連携案 ：その他の連携

医師の確保が必
要な医療機関に
関する情報提供

第9回医師の働き方改革
の推進に関する検討会
（令和2年9月30日）参考
資料１より



-医療機関の状況把握＆対話のリーダーシップを
-医療のかかり方への取組を

19

今、都道府県に対応いただきたいこと



2024年４月までの見通し（実施主体について）
医療機関／国・都道府県

医療機関

履行確保：都道府県

国レベル
を想定

医療機関

都道府県から独立

20

（Ｂ）・（Ｃ）医療機関の義務
・ （Ｂ）・（Ｃ）水準適用者への
追加的健康確保措置
・ 時短計画、評価受審等

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

医
療
機
関
（
医
療
機
能
、
勤
務
実
態
（
時
間
外
労
働
時
間
数
）
等
は
様
々
）
医療機関
相談支援：都道府県（医療勤務環境改善支援センター）

医療機関

※指定を受けた医療機関の医
師全員が当然に各水準の適用
対象となるわけではない
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新型コロナウイルス感染症への対応を踏まえた今後の医療提供体制について
（第75回社会保障審議会医療部会（令和2年8月24日）資料１より抜粋））



「医師の働き方改革の推進に関する検討会」の開催状況とこれまでの議論

第１回 2019年（令和元年）７月５日

○ 検討を要する論点（案）について
○ 医師の勤務実態の把握について

第２回 2019年（令和元年）９月２日

○ 追加的健康確保措置の履行確保について
○ 医師労働時間短縮計画及び評価機能について

第３回 2019年（令和元年）10月２日

○ 地域医療確保暫定特例水準及び集中的技能向上水準の指定の枠組みについて

第４回 2019年（令和元年）11月６日

○ 評価機能について

第５回 2019年（令和元年）12月２日

○ 評価機能について
○ その他

○ これまでの議論のまとめについて
○ その他

第８回 2020年（令和2年）８月28日

○ 医師労働時間短縮計画策定ガイドライン（案）について
○ 医師の勤務実態調査及び医師の働き方改革の地域医療への影響に関する調査について

第６回 2019年（令和元年）12月26日

第７回 2020年（令和2年）３月11日

○ 医師の働き方改革について（医師労働時間短縮計画策定ガイドライン骨子（案）等）
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（平成２９年３月現在 全都道府県においてセンター設置済み）

医療従事者の離職防止や医療安全の確保等を図るため、改正医療法（平成26年10月1日施行）に基づき、
 医療機関がPDCAサイクルを活用して計画的に医療従事者の勤務環境改善に取り組む仕組み（勤務環境改善マネジ

メントシステム）を創設。医療機関の自主的な取組を支援するガイドラインを国で策定。
 医療機関のニーズに応じた総合的・専門的な支援を行う体制（医療勤務環境改善支援センター）を各都道府県で

整備。センターの運営には「地域医療介護総合確保基金」を活用。
医療従事者の勤務環境改善に向けた各医療機関の取組（現状分析、改善計画の策定等）を促進。

勤務環境改善に取り組む医療機関

取組の実施

更なる改善

定期的な評価

都道府県 医療勤務環境改善支援センター

Plan

Do

Check

Act

勤務環境改善マネジメントシステム

院内で、院長、
各部門責任者
やスタッフが
集まり協議

計画策定

ガイドラインを参考に
改善計画を策定

現状の分析

 医療勤務環境改善マネジメントシステムに関する指針（厚労省告示）
 勤務環境改善マネジメントシステム導入の手引き（厚労省研究班）

「医療従事者の働き方・休み方の改善」の取組例
 多職種の役割分担・連携、チーム医療の推進
 医師事務作業補助者や看護補助者の配置
 勤務シフトの工夫、休暇取得の促進 など

「働きやすさ確保のための環境整備」の取組例
 院内保育所・休憩スペース等の整備
 短時間正職員制度の導入
 子育て中・介護中の者に対する残業の免除
 暴力・ハラスメントへの組織的対応
 医療スタッフのキャリア形成の支援 など

マネジメントシステムの普及（研修会等）・導入支援、
勤務環境改善に関する相談対応、情報提供等

 医療労務管理アドバイザー（社会保険労務士等）と
医業経営アドバイザー（医業経営コンサルタント等）が
連携して医療機関を支援

 センターの運営協議会等を通じ、地域の関係機関・団体
（都道府県、都道府県労働局、医師会、歯科医師会、
薬剤師会、看護協会、病院団体、社会保険労務士会、医業
経営コンサルタント協会等）が連携して医療機関を支援

課題の抽出

改善計画の策定

医療従事者の勤務環境改善の促進
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・960超病院（時間外・休日労働が年960時間超（＝（A）水準超）医
師のいる病院）その他支援が必要な病院の把握

・960超病院には医師労働時間短縮計画の策定を呼びかける

・960超病院については、都道府県内において、
地域医療構想担当・医師偏在対策担当（地域医療支援センター）と
情報共有

（Ａ）水準超医師：
医師労働時間
短縮計画策定

（Ｂ）（Ｃ）水準医療
機関指定に向けた
＜評価＞

（Ｂ）（Ｃ）水準
医療機関＜
指定＞

医師の時間外・休
日労働上限
適用開始

国による全ての病
院を対象とした取
組のフォローアッ
プ調査

勤改センターへ
調査結果を伝達

勤改センターで
フォローアップ

勤改センター
でのフォロー
アップ継続

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024.4～

※国においては、病院長向けトップマネジメント研修や
医療勤務環境改善セミナーを引き続き開催

医療勤務環境改善支援センターにおける取組

【Ｒ３（2021）年度予算概算要求中】
各勤改センター

・セミナー実施※
・モデル病院を1年を通して支援

2018.2

「医師の労働時間短縮に向けた緊急的な取組」
を医療機関に呼びかける

・地域医療確保の視点からの支援の検討を。（⇒検討結果は勤改センターとも共有を！）
・医療機関間の対話のアレンジ・促進を。 ・かかり方の推進を。

時短計画策定支援



医療勤務環境改善 と 地域医療構想 【未来を見据えた対応を】

医療勤務環境改善支援センター地域医療構想担当

■医師以外の職種も含めて、医療機関が勤
務環境に関してPDCAサイクルを回して改善
を図ることを支援
■2024年4月に向けて医師への対応を強化中
■医療労務管理アドバイザー（社会保険労務
士等）や医業経営アドバイザー（医業経営コ
ンサルタント等）が、医療機関内の勤務環境
改善を支援

■域内の病院の労務管理状況等をフォロー
■今後、重点的に支援すべき医療機関を地域
医療構想担当とも相談し決定
■960時間超医療機関に対して、必要に応じ、
医師労働時間短縮計画の策定を支援

※医師労働時間短縮計画は毎年度都道府県
に提出される⇒内容に応じて支援を実施。

■地域医療確保の観点から、重点的に支援
すべき医療機関－（B）水準となる医療機
関等はどこか
・地域の中核病院の働き方改革はOKか？
・支援用財源として基金・補助金を用意

■医療機関間で必要な連携・協働が図られ
るよう、対話を推進

■お願いしたいこと：勤改部門と連携した対応を！

今年度からお願いしたい連携 今後お願いしたい連携
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【令和元年度～】
１．「みんなで医療を考える月間」の実施

２．アワードの創設

３．国民全体に医療のかかり方の重要性に気づいて
もらうための普及啓発（CM等各種広告、著名人活用等）

４．信頼できる医療情報サイトの構築

５．#8000・#7119（存在する地域のみ）の周知

６．小・中学校及び母親学級等で医療のかかり方改善の
必要性と好事例の普及啓発

７．民間企業における普及啓発

上手な医療のかかり方の普及・啓発

毎年11月を「みんなで医療を考える月間」
として啓発活動を開始

11月の取組

【H30.上手な医療のかかり方を広めるための懇談会】



R2年度医療政策研修会 働き方改革について（まとめ）

■2024年4月に向けての医師の働き方改革
・働き方改革は人口減少化社会に対応する取組。限られた人材でどう医療を提供
していくか。医療機関内はもちろん、地域内でも連携・協働する視点が大切。

・働き方改革として個々の医療機関に対する働きかけも進めていくが、
医療機関単独での取組には限界がある。地域内での病院間の役割分担や診療所
との連携など、地域医療提供体制について地域内で検討していくことが必要。

・都道府県は（Ｂ）水準指定も想定しながら、地域全体の視野をもって、地域
医療提供体制に関する議論についてリーダーシップの発揮を。医療機関間の対話推進を。

・上手な医療のかかり方の推進、医療勤務環境改善支援センターと地域医療支援
センターの連携も重要。

■2020年度から着手を
・医療勤務環境改善支援センターと連携し、域内の病院の状況把握
・（B）水準となりうる医療機関等に対する支援の実施−基金の活用含む
・将来を見据えた地域内での対話の推進

地域医療構想担当の皆様へ

地域の医療を未来に繋ぐために、「働き方」を組み込んだ地域医療の検討を！



魅力ある職場作り
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地域での医療機関間の連携！

多職種の連携・協働！

チーム医療！

複数主治医制！

タスク・シフト！
タスク・シェア！

柔軟な勤務形態！

病診連携も！
院内保育・学童！
病後児保育！

貴方のリーダーシップ！

（＝働き方改革）を！

地域医療を未来につなげるためにも、

働き方改革には、何が必要？

医療のかかり方

地域医療を未来に繋げるために、


